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2024(令和 6)年度 

総合型選抜 

小論文 

(時間 60分) 

 

 下の新聞社説を読み、「人口の急減しのぐ地域社会の確立」について、あなたの意見をそ

の理由とともに述べなさい。ただし、次の 1～3 の内容を含んだ構成とし、300 字以上 600

字以内で書きなさい。 

 

１．日本における人口減少状況の実態はどのようなものか。 

２．人口の急減が地域社会に及ぼす問題点はどのようなものか。 

３．人口の急減による地域社会の問題点への対応策には何が考えられるか。 

 

なお、誤字・脱字、常用漢字不使用は減点の対象となるので注意しなさい。 

 

 

人口の急減しのぐ地域社会の確立急げ(社説) 

 

人口減少のスピードが一段と加速している。速すぎる変化は行政機能を維持するための

備えが追いつかず、国土の管理もままならない状況を招きかねない。急激な人口減少をしの

いでいける地域社会の確立は待ったなしである。 

住民基本台帳に基づく総人口は昨年 1 年間に５１万人減少した。新型コロナウイルスの

影響が和らいで外国人が２９万人増え、多文化共生の取り組みが重みを増す。 

日本人は８０万人減り、初めて全都道府県で減少した。それでも東京一極集中は変わらず、

首都圏の人口比率は全国の２９．３％と上昇が続いている。これらは地方の減り方が一段と

顕著になり、地方から東京に人を出す余力が失われたことの表れにほかならない。 

日本人の減少率を都道府県別にみると、前年より１％以上減ったところが昨年の１２県

から２１道県に増えた。従来は東北に目立ったが今年は北陸、四国、九州でも広がった。来

年は半数を超えよう。 

民間の提言組織、令和国民会議（令和臨調）は人口の水準以上に急激な減り方に警鐘を鳴

らす。ゆっくり減るなら地域社会も適応しやすいが、変化が速いと対応できず地域が一気に

衰退するとの懸念だ。大切な視点である。 

政府は近く新たな国土計画をまとめる。原案では、２０５０年に人の住む地域が今より２

割減るとの想定から「国土の管理主体を失い、再生困難な国土の荒廃をもたらす」と危惧す

る。災害や食料安全保障などのリスクも高まり、危機感を訴えるのはよいことだ。 
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ただ対策は物足りない。公共サービスを維持するため、１０万人を目安に形成する「地域

生活圏」という構想は生煮えで、だれがどう担うのか、よくみえない。複数の市町村が共同

で行政サービスを担う広域連携が重要になるが、これは自治体のあり方の見直しに踏み込

まざるをえないだろう。 

人口減少が進む地域で、自治体再編、コンパクトシティー、浸水地域の居住制限、水道や

ローカル鉄道などインフラ網の再構築といった政策が課題とされて久しい。進まないのは

住民の理解が十分に得られていないことにある。 

今必要なのは、人口減少下ではある程度まとまって住む「集住」という方向性を国民全体

で共有することだ。それが浸透して初めて各分野の政策が前に進む。新たな国土計画はこう

したメッセージを伝える一助にしたい。 
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